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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第59期 

第１四半期連結 
累計期間 

第60期 
第１四半期連結 

累計期間 
第59期 

会計期間 
自平成25年９月１日 
至平成25年11月30日 

自平成26年９月１日 
至平成26年11月30日 

自平成25年９月１日 
至平成26年８月31日 

売上高 （百万円） 12,625 12,819 45,413 

経常利益 （百万円） 1,362 1,894 3,813 

四半期（当期）純利益 （百万円） 564 1,394 2,513 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 581 2,869 3,001 

純資産額 （百万円） 26,198 31,255 28,675 

総資産額 （百万円） 40,870 44,716 40,588 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 41.77 103.19 185.94 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 64.1 69.9 70.7 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

 当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国では輸出回復や雇用環境の改善により底堅く推移してい

るものの、中国においては生産能力の過剰問題と不動産市場の調整を背景に減速傾向が続いております。また、

他のアジア地域では景気拡大基調にあり、全体として緩やかな回復傾向となっております。しかしながら、中国

やユーロ圏における景気下振れ、地政学的リスク、新興国からの資金流出により、世界経済全体が減速すること

が懸念され、先行きは不透明な状況が予想されます。

 一方、我が国経済におきましては、消費税率引き上げによる実質所得の目減りから消費の回復ペースは極めて

鈍い状況にあります。再増税延期や日銀による追加金融緩和に伴う円安・株高が景気の追い風になるものの輸出

が伸び悩むことから、この先も緩やかな回復にとどまるものとみられています。

 このような経営環境の中で、当社グループは一丸となり、迅速かつ慎重に市場動向を見極め、地域・商品・顧

客のそれぞれの事業領域において更なる事業拡大に取り組んでおります。更に、品質向上および原価低減活動に

よる生産力の強化や開発商品の展開による売上高確保により競争力を高め、持続的な成長を図ってまいります。

 この結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は12,819百万円（前年同四半期比1.5％

増）、営業利益は1,341百万円（前年同四半期比9.2％増）、経常利益は1,894百万円（前年同四半期比39.0％

増）、四半期純利益は1,394百万円（前年同四半期比147.1％増）となりました。

 

 セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

 日本は、引き続き新しい分野への活動を進めるとともに、収益性の向上に取り組み、売上高は3,104百万円（前

年同四半期比7.7％増）、営業利益は222百万円（前年同四半期比444.8％増）となりました。東南アジアは、非日

系顧客のスマートフォン向け受注増に加え、各分野において堅調に推移したことから、売上高は3,372百万円（前

年同四半期比46.1％増）、営業利益は362百万円（前年同四半期比346.4％増）となりました。中国は、スマート

フォン向け特需の反動もあり、売上高は5,876百万円（前年同四半期比16.1％減）、営業利益は483百万円（前年

同四半期比39.2％減）となりました。その他の売上高は466百万円（前年同四半期比8.6％増）、営業利益は26百

万円（前年同四半期比45.1％減）となりました。

 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ4,128百万円増加し、44,716百万円となりま

した。その主な要因は、現金及び預金の増加1,118百万円及び受取手形及び売掛金の増加1,579百万円でありま

す。負債は、前連結会計年度末に比べ1,549百万円増加し、13,461百万円となりました。その主な要因は、支払手

形及び買掛金の増加1,322百万円であります。純資産は、前連結会計年度末に比べ2,579百万円増加し、31,255百

万円となりました。その主な要因は、利益剰余金の増加1,104百万円及び為替換算調整勘定の増加1,251百万円で

あります。

 

(2)  事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3)  研究開発活動

   当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、31百万円であります。

  なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 生産、受注及び販売の実績

 当第１四半期連結累計期間において、東南アジアセグメントにおける生産、受注及び販売実績が著しく増加し

ておりますが、これは主に非日系顧客のスマートフォン向け受注増に加え、各分野において堅調に推移したこと

及び為替相場が円安に変動したこと等によるものであります。

 この結果、東南アジアセグメントの生産実績は3,014百万円(前年同四半期比46.7％増)、受注実績は3,522百万

円（前年同四半期比56.3％増）、受注残高は1,011百万円(前年同四半期比46.1％増)及び販売実績は3,372百万円

(前年同四半期比46.1%増)となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,600,000

計 32,600,000

 

②【発行済株式】

 種類

 第１四半期会計期間末

 現在発行数（株）

（平成26年11月30日）

 提出日現在発行数（株）

（平成27年１月13日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

 内容

 普通株式       14,128,929     14,128,929
 東京証券取引所

 （市場第一部）

 単元株式数

 100株

 計       14,128,929     14,128,929 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額 

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成26年９月１日

～

 平成26年11月30日

－ 14,128,929     －    2,331     －     2,450
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（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成26年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   612,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  13,488,600 134,886 －

単元未満株式 普通株式    27,929 － 1単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数       14,128,929 － －

総株主の議決権 － 134,886 －

    （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権３個）

        含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称  所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

 千代田インテグレ株式会社
東京都中央区明石町

４－５
     612,400 ―      612,400           4.33

計 ―      612,400 ―      612,400           4.33

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年９月１日から平

成26年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年９月１日から平成26年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年８月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年11月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 12,368 13,487 

受取手形及び売掛金 ※１ 11,431 ※１ 13,010 

有価証券 52 59 

商品及び製品 1,681 1,596 

仕掛品 233 334 

原材料及び貯蔵品 2,299 2,676 

繰延税金資産 214 206 

その他 295 328 

貸倒引当金 △24 △26 

流動資産合計 28,551 31,673 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 9,723 10,095 

減価償却累計額 △6,499 △6,725 

建物及び構築物（純額） 3,224 3,369 

機械装置及び運搬具 8,312 8,824 

減価償却累計額 △5,668 △6,068 

機械装置及び運搬具（純額） 2,644 2,756 

工具、器具及び備品 1,857 1,987 

減価償却累計額 △1,458 △1,571 

工具、器具及び備品（純額） 399 416 

土地 1,668 1,681 

建設仮勘定 45 288 

有形固定資産合計 7,981 8,512 

無形固定資産    

ソフトウエア 246 242 

その他 0 0 

無形固定資産合計 246 242 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,009 3,354 

繰延税金資産 128 139 

その他 690 813 

貸倒引当金 △20 △19 

投資その他の資産合計 3,808 4,288 

固定資産合計 12,036 13,042 

資産合計 40,588 44,716 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年８月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年11月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※１ 6,627 ※１ 7,949 

短期借入金 1,773 1,683 

1年内返済予定の長期借入金 24 22 

未払法人税等 357 514 

賞与引当金 381 238 

その他 1,286 1,727 

流動負債合計 10,450 12,137 

固定負債    

長期借入金 50 46 

繰延税金負債 517 713 

退職給付に係る負債 677 356 

その他 215 207 

固定負債合計 1,461 1,324 

負債合計 11,912 13,461 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,331 2,331 

資本剰余金 2,450 2,450 

利益剰余金 23,864 24,969 

自己株式 △849 △849 

株主資本合計 27,797 28,901 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 629 862 

為替換算調整勘定 156 1,407 

退職給付に係る調整累計額 93 83 

その他の包括利益累計額合計 878 2,353 

純資産合計 28,675 31,255 

負債純資産合計 40,588 44,716 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年９月１日 

 至 平成25年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年９月１日 
 至 平成26年11月30日) 

売上高 12,625 12,819 

売上原価 9,887 9,922 

売上総利益 2,738 2,897 

販売費及び一般管理費 1,508 1,555 

営業利益 1,229 1,341 

営業外収益    

受取利息 17 15 

為替差益 118 516 

その他 34 41 

営業外収益合計 169 573 

営業外費用    

支払利息 19 10 

その他 17 10 

営業外費用合計 36 21 

経常利益 1,362 1,894 

特別利益    

固定資産売却益 4 7 

特別利益合計 4 7 

特別損失    

固定資産除売却損 2 3 

特別退職金 55 － 

関係会社整理損 ※ 334 － 

特別損失合計 392 3 

税金等調整前四半期純利益 974 1,897 

法人税等 409 503 

少数株主損益調整前四半期純利益 564 1,394 

四半期純利益 564 1,394 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年９月１日 

 至 平成25年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年９月１日 
 至 平成26年11月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 564 1,394 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 158 232 

為替換算調整勘定 △141 1,251 

退職給付に係る調整額 － △9 

その他の包括利益合計 16 1,474 

四半期包括利益 581 2,869 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 581 2,869 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 税金費用については、当社及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合

には、法定実効税率を用いた計算をしております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が346百万円減少し、利益剰余金が223百万円

増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 なお、セグメント情報に与える影響は軽微であるため、記載を省略しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

  ※１．四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年８月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年11月30日）

受取手形 33百万円 43百万円

電子記録債権 0 0

支払手形 18 23

 

   ２．当座貸越契約

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年８月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年11月30日）

当座貸越極度額 2,300百万円 2,300百万円

借入実行残高 1,020 1,020

差引額 1,280 1,280

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 関係会社整理損は、千代達電子製造（シンセン）有限公司の解散決議に伴う損失発生見込額であります。 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成25年９月１日
至  平成25年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成26年９月１日
至  平成26年11月30日）

減価償却費 303百万円 300百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年９月１日 至 平成25年11月30日） 

配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月28日 

定時株主総会
普通株式 405 30.00  平成25年８月31日  平成25年11月29日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年９月１日 至 平成26年11月30日） 

配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月27日 

定時株主総会
普通株式 513 38.00  平成26年８月31日  平成26年11月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年９月１日 至 平成25年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 調整額 

(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)３   日本 東南アジア 中国 計 

売上高                

(1)外部顧客への売上高 2,882 2,308 7,005 12,196 429 12,625 － 12,625 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
863 54 205 1,123 0 1,123 △1,123 － 

計 3,745 2,363 7,210 13,319 429 13,749 △1,123 12,625 

セグメント利益 40 81 794 916 48 965 263 1,229 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米等の現地法人の事業活動を

     含んでおります。

   ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年９月１日 至 平成26年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 

調整額 
(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)３   日本 東南アジア 中国 計 

売上高                

(1)外部顧客への売上高 3,104 3,372 5,876 12,353 466 12,819 － 12,819 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
868 146 263 1,277 1 1,279 △1,279 － 

計 3,972 3,518 6,140 13,630 467 14,098 △1,279 12,819 

セグメント利益 222 362 483 1,068 26 1,095 246 1,341 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米等の現地法人の事業活動を

     含んでおります。

   ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

- 12 -



（１株当たり情報）

 

前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年９月１日
至 平成26年11月30日）

 
１株当たり四半期純利益金額 41.77円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり四半期純利益金額 103.19円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年９月１日
至 平成26年11月30日）

四半期純利益（百万円）     564     1,394

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）       564       1,394

普通株式の期中平均株式数（千株）     13,517     13,516

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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